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第 1章 計画の基本的事項 

1. 計画改訂の背景と目的 
 

本市は、平成 25（2013）年 3月に「久喜市環境基本計画」を策定し、本市の目

指すべき姿、望ましい環境像として「水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て、

未来につなぐまち『久喜』」を掲げ、4つの環境目標の下、施策に取り組んできました。 

計画策定以降、社会情勢及び環境行政を取り巻く状況は大きく変化しています。 

平成 27（2015）年 9月の国連総会において、持続可能な開発目標（SDGs）を

中核とする「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択され、先進国と開発

途上国が共に取り組むべき国際社会の普遍的な目標が明示されました。 

わが国では、地球温暖化をはじめとする、環境や経済社会状況の変化を踏まえ、持

続可能な開発目標（SDGｓ）の考え方を活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具

現化するための６つの重点戦略を進めることにより、持続可能な社会（循環共生型社

会）を実現するために、「第 5次環境基本計画」の策定に着手しています。 

また、平成 27（2015）年末にはフランス・パリで開催された国連気候変動枠組

条約第 21回締約国会議（COP21）において「パリ協定」が採択、平成 28（2016）

年 11月に発効したことを受けて、日本の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進

するための計画である「地球温暖化対策計画」が平成 28（2016）年 5月に閣議決

定されました。計画では、「平成 42（2030）年度に平成 25（2013）年度比で温

室効果ガス排出量を 26％削減する」との中期目標について、各主体が取り組むべき

対策や国の施策を示し、長期的目標として平成 62（2050）年までに 80％の温室効

果ガスの排出削減を目指すことが位置付けられました。 

埼玉県では、平成 26（2014）年度に「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050

（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」を改訂し、平成 29（2017）年 3月には「埼玉

県環境基本計画」が改定されました。 

本市においては、平成 26（2014）年 11月に「久喜市緑の基本計画」を策定、

平成27（2015）年12月に「久喜市都市計画マスタープラン」を改定、平成29（2017）

年 3月には「第 2次久喜市環境保全率先実行計画」を策定するなど、関連計画の改定・

充実が図られました。上位計画である「久喜市総合振興計画」も、平成 25（2013）

年度から平成 29（2017）年度までを前期計画としており、平成 30（2018）年度

から後期計画がスタートします。 

このような背景の中、社会情勢や環境の状況変化に対応し、望ましい環境像及び環

境目標の実現を目指して平成 30（2018）年度以降の環境政策を効果的に推進する

ことで、本市の環境分野の魅力を高めていくため、本計画の見直しを行うこととしま

す。  
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2. 計画の位置付け 

本計画は、「久喜市環境基本条例（平成 24年 10月１日条例第 35号）」第９条に

基づき、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために策定

するもので、「同条例」第３条の３つの基本理念の実現を目指すための計画です。 

「久喜市総合振興計画」の下位計画として、また「久喜市都市計画マスタープラン」、

「久喜市緑の基本計画」、「久喜市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」等の環境に係る

計画と整合を図った計画として策定します。 

加えて、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 20 条の 3 に基づく「地球温暖

化対策実行計画（区域施策編）」を内包した計画とし、本市の事務事業における温室効

果ガス排出量削減に関する「第 2次久喜市環境保全率先実行計画（地方公共団体実行

計画（事務・事業編））」との整合を図ります。 

 

 

■久喜市環境基本計画の位置付け 

 

   

久喜市環境基本計画 

○ 望ましい環境像 

○ 4つの環境目標、施策 

地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 

久喜市環境基本条例 

○ 3つの基本理念 

○ 環境基本計画の策定 

久喜市総合振興計画 
○ 将来像 豊かな未来を創造する個性輝く文化田園都市 

  ～ 人と愛 水と緑 市民主役のまち ～ 
○ 大綱 『自然とふれあえる、環境に優しいまち』 

環境に係る計画 

久喜市都市計画マスタープラン 

久喜市緑の基本計画 

久喜市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

久喜市一般廃棄物（生活排水）処理基本計画 

第 2次久喜市環境保全率先実行計画 

(地方公共団体実行計画（事務・事業編）) 

地球温暖化対策

の推進に関する

法律（温対法） 

理念の実現 

策定根拠 下位計画として位置づけ 

整合を図る 整合を図る 

根拠法令 
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3. 計画の対象範囲 

環境問題は広範囲にわたっており、一人ひとりの生活に身近な問題から、地球温暖

化や生物多様性などの空間的・時間的スケールの大きな地球規模の問題までさまざま

です。 

本計画では、以下に示す環境問題の分野を対象範囲とします。 

 

環境問題の分野 キーワード 

地球環境の保全 地球温暖化対策、再生可能エネルギーなど 

廃棄物・リサイクル対策の

物質循環 

循環型社会、ごみの減量や再使用、リサイクル、ポイ捨て、不

法投棄など 
 
自然環境の保全と 
自然とのふれあい推進 

河川・用水・池沼・湿地、野生生物、生物多様性の保全、公園、

自然環境保全地区、保存樹木・樹林、環境保全型農業、景観、

歴史的文化的環境など 
 
大気環境の保全 

大気汚染対策（二酸化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダ

ントなど）、騒音・振動など 
 
化学物質などの管理 

ダイオキシン類、有害汚染物質（ベンゼンなど）、PM2.5、ア

スベスト、野焼き、PRTR 

水環境、土壌環境、 

地盤環境の保全 

 
水質保全、生活排水処理対策、土壌汚染、地盤沈下など 

放射性物質による環境汚

染への対応 

 
空間放射線量、放射性物質検査など 

 

 

4. 計画の期間 

「久喜市環境基本計画」の計画期間は、上位計画である「久喜市総合振興計画」に

あわせ、平成 25（2013）年度から平成 34（2022）年度の 10 年間としました。

この改訂により、平成 30（2018）年度から計画期間終了の平成 34（2022）年度

の 5年間を計画期間とします。    



４  

5. 計画の構成  
第 1章 計画の基本的事項   1. 計画改訂の背景と目的 

2. 計画の位置づけ 

3. 計画の対象とする範囲 

4. 計画の期間 

5. 計画の構成  
第 2章 環境の現状と課題 

1. 本市の環境特性 

2. 本市のこれまでの取組み 

3. 改訂の課題  
第 3章 計画の目的   1. 基本理念及び目標 

望ましい環境像： 

水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て 

      未来につなぐまち『久喜』 

2. 施策の体系  
第 4章 施策の展開  

環境目標Ⅰ 地球にやさしい循環型のまち 

環境目標Ⅱ 豊かな自然と人がともに生きるまち 

環境目標Ⅲ 健康で安全に暮らせるまち 

環境目標Ⅳ みんなで取り組む環境づくりのまち 
 

第 5章 地球温暖化対策実行計画 （区域施策編）   

 

 

 

 

第 6章 推進体制  1. 推進体制 

2. 計画の進行管理   
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第 2章 環境の現状と課題 

1. 本市の環境特性 

（1） 位置及び地勢 

本市は、都心まで約 50km、埼玉県の東北部に位置し、東は幸手市及び茨城県五霞

町、南は蓮田市、白岡市、宮代町及び杉戸町、西は鴻巣市及び桶川市、北は加須市及

び茨城県古河市に接しています。 

総面積は 82.41km2、市域は東西に約 15.6km、南北に約 13.2kmにわたり、台

地や自然堤防などの微高地と後背湿地などの低地からなるほぼ平坦地です。北には利

根川が流れ、市内には中川、青毛堀川、備前堀川、野通川、元荒川のほか、葛西用水

や見沼代用水などの多くの河川や用水路に恵まれています。 

本市周辺は地盤の沈降運動が盛んな地域であるため、昔の地盤が沈み、その上を河

川などにより運ばれた堆積物が覆い、台地と低地の高さの差がなくなっています。台

地、河川沿いにある自然堤防、高柳や西大輪に見られる河畔砂丘において、わずかに

地盤が高くなっています。 

 

 

 

■ 埼玉県における本市の位置 
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（2） 人口及び世帯数 

平成 29（2017）年 1月 1日現在の人口は 154,241人（住民基本台帳人口）、

世帯数は 64,318世帯となっています。人口は近年減少する傾向にありますが、世帯

数は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 本市の人口と世帯数の推移（各年 1月 1日現在） 
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田畑

43.5%

宅地

27.5%

その他

29.0%

久喜市総面積:

82.41km2

（3） 土地利用 

平成 29（201７）年 1 月 1 日現在の地目別土地面積の割合は、田・畑の合計が

43.５％、宅地が 27.５％です。 

都市計画用途地域は、市域の 23.9％が市街化区域に指定されています。市街化区域

の用途地域の構成比は、住居系が 75.2％、商業系が 3.7％、工業系が 21.1％となっ

ています。 

 

■ 地目別の土地面積（平成 29（2017）年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 出典：資産税課 

 

 

 

■ 都市計画用途地域面積（平成 29（2017）年 2月 1日現在） 

区分 面積（ha) 
全面積での 

構成比（％） 

市街化区域での

構成比(％) 

市街化区域 1,970 23.9 ― 

 

住居系地域 1,480.7 18.0 75.2 

商業系地域 73.5 0.9 3.7 

工業系地域 414.5 5.0 21.1 

市街化調整区域 6,270 76.1 ― 

合計 8,240 100.0 100.0 

                                    出典：都市計画課 

  

地目別 面積(㎡) 
構成比

(%) 

田・畑 35,846,394 43.5 

宅地 22,701,516 27.5 

そ
の
他 

池沼 810,968 1.0 

山林・原野 369,237 0.4 

雑種地 15,297,056 18.6 

その他 7,384,829 9.0 

総数 82,410,000 100.0 
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（4） 産業構造 

平成 27（2015）年国勢調査の本市の就業者人口（平成 27（2015）年 10月 1

日現在）は 74,872人です。第一次産業（農林漁業）は 1,757人で 2.3％、第二次

産業（鉱業、建設業、製造業）は 18,451人で 24.6％、第三次産業（卸売・小売業、

サービス業など）は 54,664人で 73.0%です。（第三次産業の就業者人口には、分類

不能の産業の就業者数を含みます。） 

平成 26（2014）年度の本市の総生産は 481,342 百万円です。産業別の構成比

を埼玉県と比較すると、第二次産業の割合が高く、第三次産業の割合が低いことが特

徴です。 

 

■ 平成 26（2014）年度の本市及び埼玉県の総生産 

 

実数（百万円） 構成比（％） 

地区名 総生産 
第一次 

生産 

第二次 

生産 

第三次 

生産 

第一次 

生産 

第二次 

生産 

第三次 

生産 

久喜市 481,342  3,387  158,245  314,218  0.7 32.9 65.3 

埼玉県 20,914,429  115,781  5,180,210  15,379,791  0.6 24.8 73.5 

※推計上付加価値の一部が重複しているため、総生産と産業別内訳の総計とは一致しません。 

出典：平成 26年度埼玉の市町村民経済計算 
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（5） 交通 

本市は、JR宇都宮線、東武伊勢崎線、東武日光線が乗り入れ、市内に 3路線 5駅

を擁しているほか、東北縦貫自動車道（以下、「東北道」という。）や首都圏中央連絡

自動車道（以下、「圏央道」という。）、国道 4号、国道 122号、国道 125号といっ

た広域幹線道路が整備されており、高い交通利便性を有しています。 

圏央道の整備にあわせ、新たに「菖蒲南部産業団地」や「清久工業団地周辺地区」

といった田園環境と調和した産業基盤づくりを推進し、交通の要衝としての利便性を

活かしたまちづくりを推進しています。 

 

（6） 生活環境 

かつての公害は、産業活動に伴って排出されたばい煙による大気汚染や、化学物質

の流出による水質汚濁が主でしたが、法律や自治体条例による厳しい規制や産業界の

努力によって急速に改善され、その発生源が工場や事業所という例が少なくなりまし

た。 

近年の主な公害の原因は、一般家庭の日常生活にあり、発生源、被害ともに、市民

というケースが多くなっています。 

平成 28（2016）年度の公害苦情件数は 168件で、前年度より 22件減少してい

ます。苦情内容をみると、不法投棄が最も多く 74 件、次いで大気汚染が 56 件、騒

音・振動が 24件、水質汚濁が 7件、悪臭が 7件でした。 

 

■ 公害苦情種類別受理件数 

 

平成 25 

（2013） 

平成 26 

（2014） 

平成 27 

（2015） 

平成 28 

（2016） 

大気汚染 35 47 53 56 

水質汚濁 3 2 1 7 

悪臭 19 16 24 7 

騒音・振動 29 28 33 24 

地盤沈下 0 0 0 0 

土壌汚染 0 0 0 0 

不法投棄 61 72 73 74 

その他 43 33 6 0 

合計 190 198 190 168 

                             出典：環境課 

  



１０  

（7） 自然環境 

本市は、河川や池沼、葛西用水路、見沼代用水などの水系に恵まれ、屋敷林や社寺

林などの樹林地や豊かな農地が広がっています。これらの水と緑は、暮らしに潤いを

与えるだけでなく、生きものたちの生息・生育基盤となっています。 

本市では、生物多様性の確保のため、「指定希少野生生物種」4種（植物３種、動物

1種）を、特に保護する必要がある種として指定しています。 

また、在来の生物・生態系に害を及ぼす特定外来生物の防除にも取り組んでいます

が、アライグマ等の生息数は増加傾向にあると考えられ、在来の生きものへの影響が

懸念されています。 

平成 26（2014）年度には「久喜市緑の基本計画」を策定し、水と緑のまちづく

りを推進しています。豊かな自然環境を将来の市民に継承していくための「自然環境

保全地区」の指定などを進めていますが、市内の緑の面積は減少傾向にあります。 

 

 

 

■指定希少野生生物種（指定日 平成 22（2010）年 2月 1日） 

分類 種類 科名 

レッドデータブック 

環境省 埼玉県 

植物 

カワラマツバ（川原松葉） アカネ科 なし 絶滅危惧ⅠＢ類 

コキツネノボタン（子狐の牡丹） キンポウゲ科 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧ⅠＢ類 

ヒメシロアサザ（姫白阿佐佐） ミツガシワ科 絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧ⅠＢ類 

動物 ミドリシジミ（緑小灰蝶） シジミチョウ科 なし 準絶滅危惧 
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2. 本市のこれまでの取組み 

（1） 環境指標の達成状況 

久喜市環境基本計画では、目指すべき未来の久喜市の環境の姿として、望ましい環

境像「水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て、未来につなぐまち『久喜』」を

掲げています。 

この実現のため、4つの分野ごとの基本となる「環境目標」を定め、実現の手段と

して「主な実施方策」を設定し、「環境指標」による目標管理を行うことで施策の進捗

状況を評価しています。 

環境基本計画に基づくこれまでの取組み状況について、平成 29（2017）年度の

中間目標に対する平成 28（2016）年度における達成状況は以下のとおりです。 

なお、「指標総数」は各分野の指標数を示し、「評価」欄の数字は各評価に当てはま

る指標の数を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

■環境指標の達成状況 

環境指標 指標総数 
評 価 

達成率※2 
◎ △ × 

環境目標Ⅰ 

地球にやさしい循環型のまち 

11 

（12）※1 
5 4 2 45％ 

環境目標Ⅱ 

豊かな自然と人がともに生きるまち 
13 6 3 4 46％ 

環境目標Ⅲ 

健康で安全に暮らせるまち 
8 4 0 4 50％ 

環境目標Ⅳ 

みんなで取り組む環境づくりのまち 
6 3 0 3 50％ 

計 
38 

（39）※1 
18 7 13 47％ 

※1中間目標の設定のない指標を含めた指標数。 

※2達成率は指標総数(中間目標の設定のない指標を除いた数)のうち、評価が◎の割合とした。 

平成 28（2016）年度における達成状況の評価 

◎：平成 29（2017）年度の中間目標を達成している。 

△：平成 23（2011）年度より改善しているが、中間目標には至っていない。 

×：平成 23（2011）年度より悪化している、もしくは変化なし。 
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環境目標Ⅰ  地球にやさしい循環型のまち  

 

Ⅰ-1. 地球温暖化対策 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

温室効果ガス排出量 
千

t-CO2 

913.3 

(平 21(2009)) 

H30年 2月に埼玉

県から公表予定 
－  

市内循環バス乗車人数 人 152,876 157,992 161,000 △ 

低公害車導入率 ％ 50.0 91.2 70 ◎ 

地元農産物を取り入れた 

学校給食食材の割合 
％ 8.1 15.2 10.1 ◎ 

グリーン購入率 ％ 78.2 73.5 95以上 × 

小・中学校における環境学習

の実施数 
回 145 162 150 ◎ 

市民を対象とする環境学習

会の開催数 
回 14 11 15 × 

 

Ⅰ-2. 再生可能エネルギー・省エネルギーの普及 

環境指標 単位 
平成 23（2011） 

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

太陽光発電システムの 

最大出力（累計） 
kW 1,202.2 3,799.4 4,950 △ 

太陽光発電システムを 

導入した市有施設数（累計） 
箇所 9 20 18 ◎ 

LED照明を導入した市有施設

数（累計） 
箇所 12 57 26 ◎ 

 

Ⅰ-3. 循環型社会の形成 

環境指標 単位 
平成 23（2011） 

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

市民一人 1日あたりの 

ごみ排出量（資源物を除く） 
g 517 478 428 △ 

再生利用率（リサイクル率） ％ 30.9 31.9 38.5 △    
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 環境目標Ⅱ  豊かな自然と人がともに生きるまち  

 

Ⅱ-1. 生物多様性の確保 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

自然に配慮した水辺環境の 

整備延長（累計） 
km 約 17.3 約 18.3 約 22.5 △ 

「ふゆみず田んぼ」の実験田数

（累計） 
箇所 0 0 1 × 

野生生物生息空間数（累計） 箇所 2 3 3 ◎ 

自然観察会参加者数 人 65 68 70 △ 

環境関係住民団体数 団体 6 5 7 ×  
Ⅱ-2. 身近な緑の保全と創造 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

都市公園の整備（供用）面積 ㎡ 606,302 637,755 633,000 ◎ 

公園管理団体数 団体 54 145 80 ◎ 

自然環境保全地区の指定数 

（累計） 
箇所 3 5 6 △ 

保存樹木数（累計） 本 261 232 280 × 

市民農園整備面積（累計） ㎡ 17,729 18,929 18,929 ◎ 

環境保全型農業推進事業 

実施面積 
ａ 353 1,207 380 ◎  

Ⅱ-3. 景観の保全と形成 

環境指標 単位 
平成 23（2011） 

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

観光交流振興事業の参加者 

数 
人 200,000 180,000 225,000 × 

地区計画を定めている地区

数（累計） 
地区 12 15 12以上 ◎    
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 環境目標Ⅲ  健康で安全に暮らせるまち  

 

Ⅲ-1.大気環境の保全・交通対策 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

大気・悪臭関係の苦情件数 件 79 63 79以下 ◎ 

騒音・振動関係の苦情件数 件 20 24 20以下 ×  
Ⅲ-2.水環境の保全 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

水質関係の苦情件数 件 6 7 6以下 × 

河川の水質基準達成率 ％ 76.0 84.4 77.0 ◎ 

河川清掃への参加者数 人 2,840 2,437 2,900 × 

農業集落排水処理を含む 

下水道普及率 
％ 77.9 77.1 79.1 × 

農業集落排水処理を含む 

水洗化率 
％ 91.5 93.3 92.4 ◎  

Ⅲ-3.土壌・地盤の保全 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017）

年度 

達成 

状況 

地下水揚水量 m³/日 14,490 3,805 11,610 ◎     
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 環境目標Ⅳ  みんなで取り組む環境づくりのまち   
Ⅳ-1.環境保全活動の普及・啓発 

 

Ⅳ-2.環境教育・環境学習の推進 

 

Ⅳ-3.環境マネジメントシステムの運用の促進 

  

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017） 

年度 

達成 

状況 

環境関係住民団体数（再掲） 団体 6 5 7 × 

ゴミゼロ・クリーン 

久喜市民運動参加者人数 
人 20,597 24,582 20,700 ◎ 

不法投棄苦情件数 件 17 74 17以下 × 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017） 

年度 

達成 

状況 

小・中学校における環境学

習の実施数（再掲） 
回 145 162 150 ◎ 

市民を対象とする 

環境学習会の開催数（再掲） 
回 14 11 15 × 

環境指標 単位 
平成 23（2011）

年度 

現状 

平成 28（2016）

年度 

中間目標 

平成 29（2017） 

年度 

達成 

状況 

本市の事務事業から排出さ

れる温室効果ガス総排出量 

（二酸化炭素換算） 

ｔ-CO₂ 
11,807 

(平 22（2010)） 
11,012 11,223以下 ◎ 
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（2） 久喜市環境基本計画に基づく取組みの成果 

 環境目標Ⅰ  地球にやさしい循環型のまち 

 
 環境目標Ⅱ  豊かな自然と人がともに生きるまち  

 

  

主な実施方策 取組みの成果 

Ⅰ-1. 地球温暖化対策  本市における低公害車導入率は目標を上回る 91.2％となり、公

共交通利用やアイドリングストップ、ノーカーデーの呼びかけ

等を通して移動手段における低炭素化に寄与した。 

 本市の事務事業からの温室効果ガス排出量は減少しており、本

市が率先して環境に配慮した行動を実施した。 

Ⅰ-2. 再生可能エネルギー・ 

省エネルギーの普及 

 太陽光発電システムに加え、平成 27（2015）年度からは補助の

対象機器を拡大し、市民の再生可能エネルギー及び省エネルギ

ー機器の導入を促進した。 

 太陽光発電システム及び LED照明を導入した市有施設数は目標

を達成しており、率先的に導入した。 

Ⅰ-3. 循環型社会の形成  市民一人 1日当たりのごみ排出量は、平成 23(2011)年度より減

少した。 

 ごみの分別方法、出し方についての周知のほか、平成 28（2016）

年度にはごみ分別アプリを作成し一層の周知を図った。 

主な実施方策 取組みの成果 

Ⅱ-1. 生物多様性の確保  自然に配慮した水辺環境の整備延長（累計）は平成 23(2011)

年度より増加した。 

 公園での外来生物の駆除や、ビオトープの管理などを実施し野

生生物の生息・生育空間の確保に努めた。 

Ⅱ-2. 身近な緑の保全と創造  本市で管理する都市公園の整備（供用）面積は 637,755m2、公

園管理団体数は 145団体となり、目標を上回った。 

 自然環境保全地区の指定数（累計）は平成 23(2011)年度から 2

箇所増え、5箇所となった。 

 環境保全型農業推進事業実施面積は大幅に増加し、1,206.5aと

なった。 

Ⅱ-3. 景観の保全と形成  ホームページやイベント等で周知を行うなど、田園風景、歴史

的文化的景観保全のための取組みを実施した。 

 平成 28（2016）年度に、新たに 3地区に地区計画を定め、地区

の特性に応じた緑豊かな住宅市街地や環境に配慮した工業団

地の形成への誘導を図った。 

Ⅱ-4. 歴史的文化的環境の保全  指定文化財の保存、公園の維持管理を適切に実施した。 
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 環境目標Ⅲ  健康で安全に暮らせるまち  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境目標Ⅳ  みんなで取り組む環境づくりのまち                  

主な実施方策 取組みの成果 

Ⅲ-1.大気環境の保全・交通対策 
 大気・悪臭関係の苦情件数は減少しており、目標を達成した。 

 平成 25（2013）年に策定した「久喜市化学物質ガイドライン」

を活用し周知を図った。 

Ⅲ-2.水環境の保全  河川の水質基準達成率は 84.4％となり目標を達成した。 

 農業集落排水処理を含む水洗化率は 93.3％となり、目標を達成

した。 

Ⅲ-3.土壌・地盤の保全  地下水揚水量は減少しており、3,805m3/日となった。 

Ⅲ-4.放射性物質による 

環境汚染への対応 

 空間放射線量、食品及び水の放射線量等の各種測定を実施し、

適切な情報提供を図った。 

主な実施方策 取組みの成果 

Ⅳ-1.環境保全活動の普及・啓発  ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動参加者人数は目標を上回る

24,582人となった。 

 放置自転車台数は平成 23(2011)年度の 632台に対し、平成 28

（2016）年度が 314台と減少した。 

Ⅳ-2.環境情報の適切な 

伝達・共有 

 広報紙やホームページでの情報提供、環境の年次報告書「久喜

市の環境」の作成・公表を実施した。 

Ⅳ-3.環境教育・環境学習の推進  小・中学校における環境学習の実施数は目標を上回る 162回と

なった。 

Ⅳ-4.環境に配慮した 

産業活動の啓発 
 環境情報や各種制度、事例紹介等の情報提供を行った。 

Ⅳ-5.環境マネジメント 

システムの運用の促進 

 本市の事務事業から排出される温室効果ガス総排出量は

11,012t-CO2となり、目標を達成した。  
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3. 改訂の課題 

環境目標Ⅰ  地球にやさしい循環型のまち  

 温室効果ガス削減のためには、エネルギー使用量の削減が不可欠ですが、本市だけ

でなく、市民・事業者に対する省エネ行動などの啓発等の取組みが一層求められて

います。 

 国・埼玉県・近隣市町との連携した地球温暖化対策が求められています。 

 市民・事業者における、再生可能エネルギー及び省エネルギー機器の普及拡大の取

組みが必要です。 
 市民一人 1日当たりのごみ排出量、リサイクル率は横ばいであることから、ごみの

排出量の削減やリサイクル率の向上の取組みが求められています。 
環境目標Ⅱ  豊かな自然と人がともに生きるまち  

 本市の自然環境の特性を活かし、農地や樹林地、水辺における生物多様性を確保す

るための取組みの推進が求められています。 

 自然環境保全地区の状況や指定野生生物種の生育・生息状況について、継続的な調

査をする必要があります。 

 市内にある、緑豊かな自然環境を保全するための取組みの拡大が求められています。 

 緑の基本計画と整合を図り、水と緑のネットワーク形成の取組みをさらに推進する

必要があります。 

環境目標Ⅲ  健康で安全に暮らせるまち  

 公害苦情件数は横ばいではありますが、大気環境、騒音・振動などの監視を継続し、

対策を進めることで、良好な生活環境を保全することが求められています。 

 河川の水質基準達成率は 84.4％となり、改善がみられますが、さらなる生活排水

対策、流域市と協力し水質の向上に努めていくことが必要です。 

 交通対策として、公共交通や自転車・低公害車の利用を促進する取組みが必要です。 

環境目標Ⅳ  みんなで取り組む環境づくりのまち  

 住みよいまちづくりの実現のため、本市だけでなく、市民・事業者が主体的に取り

組む必要があります。 

 省エネルギーや生物多様性の保全、公害防止などさまざまな分野において環境に配

慮した産業活動を実践するため、事業者への情報提供の強化が求められています。 

 市は、第２次環境保全率先実行計画に基づき、率先して計画に取り組むとともに、

目標の達成が求められています。 
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第 3章 計画の目標 

1. 基本理念及び目標 

（1） 基本理念 

 久喜市環境基本条例では、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、市と市

民及び事業者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基

本となる事項を定めることにより、施策を総合的かつ計画的に推進して、現在及び将

来の市民の健康で文化的な生活を確保することを目的に、3 つの基本理念を示してい

ます。 

 この理念の実現を目指し、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するため、本計画を策定するものです。 

 

■ 「久喜市環境基本条例」の 3つの基本理念 

   

1 環境の保全及び創造は、現在及び将来の市民が健康で文化的な生活を営むために、

良好な環境の恵沢を享受するとともに、人類の在続基盤である環境を将来の世代へ

継承していくことを目的として推進されなければならない。 

2 環境の保全及び創造は、自然の再生能力や浄化能力を超えることのないよう、す

べての人々の協働により環境への負荷を低減し、持続的な発展が可能な循環型社会

の構築を目指して推進されなければならない。 
3 環境の保全及び創造は、地域の環境が地球全体の環境と密接にかかわっていること

から、国際的な認識や協力のもとに推進されなければならない。 
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（2） 望ましい環境像及び環境目標 

「望ましい環境像」とは、「久喜市環境基本条例」の基本理念を実現するため“目指

すべき未来の久喜市の環境の姿”です。 

本計画では、“水と緑が豊かで美しい農的・田園的な風景・環境”の中に、“住みや

すいまちが調和”した本市の環境を、誇りとして守り・育て、未来の子どもたちに引

き継いでいくことを表すものとして、「水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て、

未来につなぐまち『久喜』」を望ましい環境像として掲げ、施策を推進してきました。 

自然環境と都市環境の調和した住みよいまちづくりを、行政だけでなく市民・事業

者のみなさんの参加のもと進めていくというメッセージが込められたこの望ましい環

境像を引き継ぎ、実現を目指していきます。 

「望ましい環境像」の下、環境課題を解決していくために、課題に対応した 4つの

分野ごとの基本となる目標 ＝「環境目標」を定めました。 

 

   

環境目標Ⅰ 

地球にやさしい 

  循環型のまち 

持続可能な社会の形成に関する分野 

環境目標Ⅱ 

豊かな自然と 

 人がともに生きるまち 

自然との共生社会の形成に関する分野 

環境目標Ⅲ 

健康で安全に 

  暮らせるまち 

生活の安全・安心の確保に関する分野 

環境目標Ⅳ 

みんなで取り組む 

   環境づくりのまち 

環 境 づ く り の 取 組 み に 関 す る 分 野 

環境課題の解決 

久喜市の望ましい環境像 

 

 

 

水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て、未来につなぐまち『久喜』 
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2. 施策体系 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

Ⅰ．地球にやさしい循環型のまち 

Ⅱ．豊かな自然と人が 

ともに生きるまち 

Ⅲ．健康で安全に暮らせるまち 

Ⅳ．みんなで取り組む 

環境づくりのまち 

望ましい 

環境像 
１．地球温暖化対策 

(1)地球温暖化対策の取組み促進 

(2)地球環境問題に関する啓発 

２．再生可能エネルギー･省エネルギーの普及 

(1)再生可能エネルギー･省エネルギー導入の 

   促進 

(2)公共施設での再生可能エネルギーなどの 

   率先導入 

３．循環型社会の形成 

(1)ごみの適正処理の充実 

(2)ごみ減量・リサイクルの推進 

【環境目標】 【主な実施方策】 

１．生物多様性の確保 

(1)水辺環境の保全 

(2)身近な野生生物の保護 

(3)環境教育・啓発 

２．身近な緑の保全と創造 

(1)公園、沿道や公共施設などの緑化の推進 

(2)樹林地や屋敷林などの保全の推進 

(3)市内の緑化と環境保全型農業の推進 

３．景観の保全と形成 

(1)美しい景観の保全と形成 

(2)景観保全意識の向上 

４．歴史的文化的環境の保全 

１．大気環境の保全・交通対策 

(1)公害などの環境対策の充実 

(2)化学物質などについての情報提供、啓発 

２．水環境の保全 

(1)公共用水域の水質保全 

(2)生活排水処理対策の推進 

３．土壌・地盤の保全 

４．放射性物質による環境汚染への対応 

１．環境保全活動の普及・啓発 

(1)環境保全活動の推進 

(2)環境保全意識の向上による住みやすい 

     まちづくり 

２．環境情報の適切な伝達・共有  

３．環境教育・環境学習の推進  

４．環境に配慮した事業活動の啓発 

５．環境マネジメントシステムの運用の促進 

(1)市の環境対策の率先実行 

(2)環境マネジメントシステムの適切な運用 

水
と
緑
と
街
が
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和
し
た
豊
か
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環
境
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り
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て
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来
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第 4章 施策の展開 

環境目標Ⅰ 地球にやさしい循環型のまち 

   

持続可能な社会の形成に関する分野 

環境目標Ⅰ 地球にやさしい循環型のまち 

 

 

 

1. 地球温暖化対策                                      

（1） 地球温暖化対策の取組み促進 

（2） 地球環境問題に関する啓発 

3. 循環型社会の形成                                     
（1） ごみの適正処理の充実 

（2） ごみの減量・リサイクルの推進 

2. 再生可能エネルギー・省エネルギーの普及                      
（1） 再生可能エネルギー・省エネルギー導入の促進 

（2） 公共施設での再生可能エネルギーなどの率先導入 

持続可能な社会とは、健全で恵み豊かな環境が地球規模から身近な地域までにわたって保

全され、一人ひとりが幸せを実感できる暮らしを継承することができる社会です。 

人の活動による環境負荷を減らし、限りある資源を有効活用できるよう、日々の暮らしの

中で行動できる［地球にやさしい循環型のまち］を目指します。 
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Ⅰ-1 地球温暖化対策 

<現状と課題> 

本市では、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、市内の温室効果ガス

削減に取り組んできましたが、市域の温室効果ガス排出量は増加傾向にあります。本

市の事務事業においては、率先的な取組みにより温室効果ガス排出量の削減が進んで

います。 

わが国の地球温暖化対策計画では、達成すべき中期目標として平成 42（2030）

年度に平成 25（2013）年度比 26％削減が掲げられ、家庭部門及び業務その他部門

からの大幅な排出削減が求められており、目標達成のためには市民・事業者の取組み

促進が不可欠です。 

本市では、省エネルギー活動の取組みの促進や、緑化の推進などに取り組んできま

したが、さらなる対策強化のため、低炭素型のライフスタイルへの転換や、建築物の

省エネルギー化、交通の低炭素化、省エネルギー型の事業活動の推進などの取組みを

一層進めていく必要があります。  
<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

温室効果ガス排出量 
千

t-CO2 

H30年 2月に埼

玉県から公表予

定 

現在策定中 

平成34(2022)年度目標は、基準年

度（     年度の ％減（排

出量は、市民・事業者を含む市域

全体の数値 

市内循環バス乗車人数※ 人 157,992 169,000 市内循環バスの年間乗車人数 

新歩道整備延長※ ｍ 155,745 158,000 市道の歩道整備延長 

低公害車導入率 ％ 91.2 100 

市保有車における低公害車（九

都県市指定低公害車・低燃費車

などを含む）導入の割合 

地元農産物を取り入れた 

学校給食食材の割合※ 
％ 15.2 17.0 

小・中学校の学校給食における市

内農産物使用割合 

グリーン購入率 ％ 73.5 95以上 本市におけるグリーン購入率 

小・中学校における環境

学習の実施数 
回 162 170以上 

小・中学校における環境学習を

実施した年間の回数 

市民を対象とする環境学

習会の開催数 
回 11 16 

市民を対象とする環境学習会を

開催した年間の回数 

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。 
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 実施方策（1）  地球温暖化対策の取組み促進  

「温室効果ガス」削減のために、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、

市民・事業者の取り組みを促進するとともに、「第２次久喜市環境保全率先実行計画」

により、行政の率先行動を推進します。 

また、関係機関との連携強化を図ります。 

 

① 「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づき、市民・事業者の取組みを促

進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○低炭素型のライフスタイルを目指し、省エネ行動を支援します。 環境課 

生活安全課 

商工観光課 

建設管理課 

道路河川課 

都市整備課 

公園緑地課 

各支所環境経済課 

 

・埼玉県の「埼玉版家庭のエコ診断」の紹介 

・エコライフＤＡＹの普及啓発 

○移動手段における低炭素化を推進し、環境に配慮した交通を実現しま

す。 

・市内循環バスなどの公共交通機関の利用促進 

・市民・事業者の低公害車の利用促進 

・次世代自動車(電気自動車、燃料電池車など)の普及 

・エコドライブの呼びかけ 

・ノーカーデーの実施及び啓発 

・短距離の移動時、徒歩・自転車を利用しやすいまちづくり 

○緑化推進事業などによる二酸化炭素吸収量の増進を図ります。 

・保存樹木・保存樹林などの所有者及び新たに生垣を設置する方への奨励金の

交付 

・緑化を推進するために、苗木を配布 

 

② 「第２次久喜市環境保全率先実行計画」により行政の率先した取組みを実施しま

す 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○環境に配慮した各種公共工事の設計、施工を行います。 環境課 

管財課 

保育課 

道路河川課 

各支所環境経済課 

学務課 

公共工事関係部署 

○交通の流れを円滑にする道路の新設、改良に努めます。 

○市保有車の低公害車の導入を推進します。 

○エコマーク商品を選択し、グリーン調達を実施します。 

○緑のカーテン事業を実施します。 

○学校給食・公立保育園給食における地元農産物の利用など、地産地消

事業を推進します。 

 

③ 関連機関との連携強化により、地球温暖化対策の取組みを実施します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○市民、事業者との連携のほか、国、県、隣接市町との連携強化により、

地球温暖化対策の取組みを実施します。 

環境課    
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 実施方策（2）  地球環境問題に関する啓発  
地球温暖化をはじめとした地球環境問題を考え・行動する契機となるよう、市民・

事業者への積極的な情報提供、環境教育・環境学習の推進を図ります。 

また、地球環境問題に関する情報を提供します。 

 

① 地球環境問題に関する環境教育・環境学習を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」（クールチョイス）

の普及・啓発に努めます。 

環境課 

指導課 

生涯学習課 

中央公民館 

○環境教育・環境学習の機会の増進を図り、市民の省エネルギー行動を

促進します。 

○小・中学校での環境教育・環境学習を通じて地球環境問題の意識の向

上を図ります。 

 

② 地球環境問題に関する情報を提供します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○広報紙やホームページなどを利用して適切な情報を提供します。 環境課 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○電気・ガス・灯油などのエネルギーの節約を心がけます。 

○バスや電車などの公共交通機関や自転車を利用し、マイカーの利用を控えます。 

○エコドライブを心がけます。 

○車の購入や買い替えの際には、低公害車を購入するように努めます。 

市民 

○地球環境に配慮した日常生活を送るように努めます。 

○エコマークやグリーンマークのついた環境にやさしい商品の利用に努めます。 

事業者 

○省エネルギーと地球温暖化に配慮した事業活動に努めます。 

○物流の効率化を図り、車両の走行量を抑制します。   
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Ⅰ-2 再生可能エネルギー・省エネルギーの普及 

<現状と課題> 

わが国のエネルギー自給率はわずか 6％程度であり、エネルギー自給率の向上が課

題の一つとされています。 

そこで、再生可能エネルギーの普及のため、平成 24（2012）年度から固定価格

買取制度がスタートし、太陽光発電システムをはじめとした再生可能エネルギーの導

入が進んでいます。再生可能エネルギーは自立分散型エネルギーとして、地域におけ

るエネルギーの地産地消に貢献するとともに、災害時には自立可能なエネルギーとし

て役立ちます。 

本市では、公共施設に、率先して太陽光発電システムを導入しているほか、照明器

具の LED化を実施しています。 

また、住宅用家屋に太陽光発電システムを設置した市民に対して補助金を交付する

など、市民への導入を促進してきました。平成 27（2015）年度からは、住宅用エ

ネルギーシステム設置費補助金として、対象機器を拡大しています。 

市民・事業者が、より一層のエネルギー使用量の削減や低炭素なエネルギーの選択

に取り組むことができるよう、支援の強化が望まれます。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

太陽光発電システムの最大

出力（累計）※ 
kW 3,799.4 5,950.0 

市補助金を交付した住宅

用太陽光発電システムの

最大出力 

新市内の再生可能エネルギ

ーの導入容量 
kW 34,686 46,000 

市内の太陽光発電システ

ムなどの再生可能エネル

ギーの導入容量（固定価

格買取制度設備導入状況

の数値） 

太陽光発電システムを導入

した市有施設数（累計） 
箇所 20 30  

ＬＥＤ照明を導入した市有

施設数（累計） 
箇所 57 99  

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。   
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 実施方策（1）  再生可能エネルギー・省エネルギー導入の促進  

住宅用エネルギーシステムを設置する市民に対する補助金の交付や、事業者が省エ

ネルギーや再生可能エネルギーの導入に取り組むための情報提供を行い、導入の促進

を図ります。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○事業者への再生可能エネルギー・省エネルギーの普及拡大のため、国

や県の助成制度等の情報を提供します。 

環境課 

 

○太陽光発電システム等の住宅用エネルギーシステムを設置する方に対

し、補助金を交付します。 

 

 実施方策（2）  公共施設での再生可能エネルギーなどの率先導入  

本市が保有する公共施設において、設備の更新時期や改修の機会をとらえ、太陽光

発電システム等の導入を検討するほか、照明の LED化、高効率空調機などの省エネル

ギー型の機器を導入し、エネルギー使用量削減を図ります。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○公共施設に率先して太陽光発電システムや太陽熱利用システムなどを

導入します。 

環境課 

道路河川課 

都市整備課 

公園緑地課 

施設の管理部署 

○公共施設の照明器具や電球をＬＥＤ照明などに切り替えるとともに、

環境負荷の低い空調・機械設備を導入します。 

○道路・公園等の屋外照明機器のＬＥＤ化を推進します 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

 市民・事業者 

○照明器具の交換の際は、ＬＥＤ照明などの省エネルギー機器の導入に努めます。 

○太陽光発電システムや太陽熱利用システムなどの導入に努めます。 
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Ⅰ-3 循環型社会の形成 

<現状と課題> 

循環型社会とは、ごみをなるべく出さず、可能な限り資源を再利用し、適切に処理

を行うことで、環境への負荷が少ない社会のことを指します。このような循環型社会

の形成のためには、これまでのライフスタイルや経済活動を見直すことが必要です。 

現在、久喜宮代衛生組合により、「久喜宮代清掃センター」、「菖蒲清掃センター」、

「八甫清掃センター」の 3つの施設でごみ処理を行っています。さらに、ごみの資源

化を推進するために、家庭や事業所への生ごみ処理機器購入費の補助などにも取り組

んでいます。 

また、本市では「久喜市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」を平成 28（2016）

年度に策定し、ごみ減量化・資源化の取組みを推進するとともに、新たなごみ処理施

設の整備を進めています。 

今後も、循環型社会の形成を目指すため、継続的に啓発活動やごみの減量化・資源

化の取組みを推進する必要があります。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

市民一人１日当たりのごみ

排出量（資源物を除く）※ 
ｇ 478 415以下  

再生利用率（リサイクル率）

※ 
％ 31.9 34.6  

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。  
 実施方策（1）  ごみの適正処理の充実  

「久喜市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき、環境負荷の少ない安全かつ

効率的な収集・運搬及び安全かつ適切な中間処理を維持します。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○久喜宮代衛生組合により、ごみ収集の安全かつ効率的な体制の整備な

ど、ごみの適正処理を推進します。 

久喜宮代衛生組合 

 

○資源の持ち去り防止のためパトロール等の対策を強化します。 

○高齢化等の社会状況に対応した収集・運搬を実施します。 
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 実施方策（2）  ごみ減量・リサイクルの推進  

本市と衛生組合が連携し、ごみの発生抑制、減量、リサイクルの徹底のため、各種

事業の実施や意識啓発を図ります。 

 

① 「久喜市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画」に基づく施策を展開します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○リサイクルの目標など、「一般廃棄物(ごみ)処理基本計画」と整合した

施策を展開します。 

久喜宮代衛生組合 

 

② 分別排出の徹底などにより、ごみの発生抑制を実施します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○ごみの出し方、分別方法の啓発を行い、一人当たりのごみ排出量の削

減を図ります。 

久喜宮代衛生組合 

 

○多量排出者(事業者)へのごみ減量を指導します。 

 

③ 市民・事業者及び行政の協働によるごみの減量化とリサイクルを推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○剪定枝のチップ化やたい肥化を推進します。 環境課 

久喜宮代衛生組合 

 

○生ごみ処理機器の購入費補助などを行い、生ごみの減量化・資源化を

推進します。 

○資源集団回収事業をはじめとする地域のリサイクル活動を促進しま

す。 

・リサイクルや再生資源事業者についての情報提供 

・資源集団回収事業報償金制度の推進 

・「ごみを減らしてきれいな街づくり表彰制度」や、各種講座、キャンペーンの

開催 

○不用品交換制度などを検討し、久喜宮代衛生組合のホームページで不

用品交換情報を提供することで、住民間での物品の再使用を推進しま

す。 

○循環型社会の構築のため、従来のリデュース(減量)、リユース(再使

用)、リサイクル(再生利用)に加え、リフューズ(不要なものは受け取

らない)、リペア(修理)という概念を加えた「5Ｒ」の定着を図ります 

・廃食油のリサイクルを市民団体と協働で実施 

・ノーレジ袋キャンペーンの実施 

・５Ｒの普及啓発 

○広報紙やホームページ、環境講座や出前講座などを通じて、ごみの減

量やリサイクル･食品ロスに関する情報を提供し、意識啓発を図りま

す。 
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<市民・事業者の取組み> 

 

 市民 

○ごみを適正に分別し、ごみの減量とリサイクルに努めます。 

○資源ごみの回収など、地域の活動に進んで参加・協力します。 

○生ごみをたい肥化し、家庭菜園などで有効利用します。 

○リサイクル製品の購入やグリーン購入に努めます。 

 事業者 

○廃棄物の排出抑制と資源化の促進に努めます。 

○産業廃棄物は、許可を受けた産業廃棄物処理業者に収集・運搬、処分を委託します。 

○事業系一般廃棄物は、久喜宮代衛生組合に直接持ち込むか、許可を受けた一般廃棄物処理業

者に処理を依頼します。 

○リサイクル製品の製造や販売、再生資源の積極的利用など、リサイクルの促進に努めます。 

○製品の購入に際しては、グリーン調達に努めます。   
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環境目標Ⅱ 豊かな自然と人がともに生きるまち 

   

自然との共生社会の形成に関する分野 

環境目標Ⅱ 豊かな自然と人がともに生きるまち 

 

 

1. 生物多様性の確保                                    

（1） 水辺環境の保全 

（2） 身近な野生生物の保護 

（3） 環境教育・啓発 

3. 景観の保全と形成                                     

（1） 美しい景観の保全と形成 
（2） 景観保全意識の向上 

2. 身近な緑の保全と創造                                  
（1） 公園・沿道や公共施設などの緑化の推進 
（2） 樹林地や屋敷林などの保全の推進 
（3） 市内の緑化と環境保全型農業の推進 

4. 歴史的文化的環境の保全                                 

市内には、河川や用水、池沼、湿地などの水辺、屋敷林、農地などの緑豊かな景観が広が

っています。自然環境を保全し、次代に継承するために、水辺や緑を生かした田園環境と都

市的環境が共存するまちづくりを行います。 
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Ⅱ-1 生物多様性の確保 

<現状と課題> 

生物多様性の確保について、わが国では、「生物多様性基本法」に基づき、「生物多

様性国家戦略 2012-2020」を平成 24（2012）年度に閣議決定し、生物多様性に

関する世界目標である愛知目標の達成に向けた取り組みを推進しています。しかし、

地球規模生物多様性概況第４版による評価では、進捗状況は目標達成には不十分であ

ると結論づけられ、さらなる行動が必要とされています。 

本市では、豊かな水辺環境・農業生態系の保全や、自然環境保全地区の指定、希少

野生生物種の指定、外来生物対策などの取り組みを進めてきましたが、継続的な自然

環境調査による現状の把握・市民団体との協働のほか、野生鳥獣による農作物への被

害等が新たな課題となっています。  
<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

自然に配慮した水辺環境

の整備延長（累計） 
㎞ 約 18.3 約 22.5以上 

多自然型護岸などの整備延

長（目標値の増加分は、鷲宮

地区の青毛堀川改修計画分） 

「ふゆみず田んぼ」の実験

田数（累計） 
箇所 0 2  

野生生物生息空間数（累

計） 
箇所 3 4 

（小学校などのビオトープ

数は含まれていません。） 

自然観察会参加者数 人 68 80 

環境学習の中の自然観察会

（環境課主催）の参加者の年

間合計 

環境関係住民団体数※ 団体 5 8  

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。     
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 実施方策（1）  水辺環境の保全  

市内の多くの河川や用水路、池沼、湿地などのさまざまな水辺環境を保全し、生物

とふれあうことができる場として活用します。 

 

① 河川、用水、池沼、湿地などの水辺環境の保全を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○自然に配慮した水辺環境の保全と整備を推進します。 農業振興課 

道路河川課 

公園緑地課 

鷲宮環境経済課 

・香取公園、古久喜公園・沼井公園の保全 

・多自然型護岸の整備 

・用排水路などの整備に際して環境に配慮した工事(2面柵渠など)を実施 

 

② 水辺の再生維持管理を促進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○冬期通水により、河川の適正な水量を確保します。 環境課 

農業振興課 

道路河川課 

各支所環境経済課 

 

○河川、用排水路、池沼などの水質を継続して監視します。 

○水質汚濁の原因となる水の滞りを防止するために、河川、用排水路な

どを浚渫します。 

○市民や事業者の参加による自主的な河川浄化・保全活動を支援します。    
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 実施方策（2）  身近な野生生物の保護  

市内には、多くの野生生物が生息・生育しており、その中には希少な生物もみられ

ます。生息・生育状況を調査し、その情報を集約・共有することで、市・市民・事業

者が一体となって野生生物の保護に取り組みます。  
① 野生生物の生息空間(ビオトープ)の保全と保護を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○生態系に配慮した工事を実施します。 環境課 

農業振興課 

道路河川課 

都市整備課 

公園緑地課 

各支所環境経済課 

施設の管理部署 

○河川、用水路、農地などの野生生物の生息空間(ビオトープ)を保全し、

「エコロジカル・ネットワーク」を形成します。 

○コウノトリ・トキの舞う関東自治体フォーラムの参加市として、構成

市と連携を図りながら、「ふゆみず田んぼ」を実験的に実施し、コウノ

トリの採餌環境づくりに努めます。 

○自然環境保全地区の候補地の公募や調査を実施します。 

○自然環境保全地区の所有者などに奨励金を交付します。 

○「指定希少野生生物種」の生息調査を実施するとともに、指定を継続

し、保護を呼びかけます。また、貴重な自然・野生生物に関する情報

を提供します。 

○外来生物に関する情報提供を行い、市民からの目撃情報等を収集・活

用します。特定外来生物の駆除を行います。 

 

② 農業生態系を保全します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○農地の持つ多面的機能を維持発揮するため、地域の協働活動を支援し

ます。 

環境課 

農業振興課 

各支所環境経済課 ○減農薬、減化学肥料による農業を推進します。 

○野生鳥獣による農業被害や環境への影響を軽減するため、必要に応じ

て捕獲等の対策を行います。    
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 実施方策（3）  環境教育・啓発  
生物多様性保全に向けた取組みの促進のためには、生物多様性への理解を深めるこ

とが必要です。 

生物多様性の重要性やその役割について、市民・事業者への啓発や次世代を担う子

ども達への教育など、環境教育・環境学習を推進します。 

また、環境保全団体などを育成・支援します。  
① 環境教育・環境学習を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○小・中学校での環境教育・環境学習などを通じて環境意識を高めます。 環境課 

保育課 

道路河川課 

公園緑地課 

指導課 

 ・学校ビオトープを推進し、環境教育に活用します。 

○公立保育園の日常保育における自然体験を通して、環境教育を推進し

ます。 

・自然観察など自然とのふれあいを取り入れた保育の実施 

○自然観察会などを通じて自然環境や生物多様性の保全の大切さを啓発

します。 

○自然観察池や親水型の散策場所、遊歩道を整備し、自然体験型の環境

学習の場を提供します。 

 

② 保全活動を支援します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○環境保全団体などを育成・支援します。 環境課 

各支所環境経済課 ○河川や用水、池沼、湿地などの水辺環境を保全する活動に補助します。 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○身近な緑や野生生物などの自然を大切にします。 

○自然観察会や環境学習会などに参加し、環境保全意識を高めるとともに、自然環境を保全す

る活動に進んで参加します。 

○地域の河川や用水、池沼、湿地などに環境を維持するために、河川などの環境保全活動や普

及・啓発活動に努め、清掃活動などに進んで参加します。   
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Ⅱ-2 身近な緑の保全と創造 

<現状と課題> 

本市では、平成 26（2014）年 11 月に「久喜市緑の基本計画」を策定し、水と

緑のまちづくりを推進するため、道路沿道や公園などの公共空間の緑化のほか、緑の

カーテンの啓発や苗木の配布等による私有地の緑化推進、樹林地や樹木の指定、自然

環境保全地区の指定などに取り組んできました。 

平成 28（2016）年度の市民一人当たりの公園面積は 8.92 m2で、県民一人当た

りの公園面積 6.86 m2（平成 28（2016）年 3月末現在）より高い値となっていま

す。 

一方、本市の総面積の約 4割を占める田畑は減少傾向にあり、耕作放棄地が増加し

ていることから、農地や点在する樹林地を保全し、それらの緑をつなぐことで、市内

の緑を守り育て、増やしていく必要があります。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

都市公園の整備（供用）面

積※ 
㎡ 637,755 686,000 

市が管理する都市公園の整備

（供用）面積 

新公園・緑地等整備数（累

計） 
箇所 283 289  

新市民一人当たりの公園

面積 
㎡ 8.95 9.49  

公園管理団体数※ 団体 145 145 
公園維持管理業務等の委託契

約を締結した住民団体数 

自然環境保全地区の指定

数（累計） 
箇所 5 10以上  

保存樹木数（累計） 本 232 250以上  

市民農園整備面積（累計） ㎡ 18,929 19,709 
市民農園維持管理運営事業に

よる４箇所の整備面積の合計 

環境保全型農業推進事業

実施面積 
ａ 1207 1,240 

減農薬、減化学肥料などの栽培

を実施した面積 

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。 
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 実施方策（1）  公園、沿道や公共施設などの緑化の推進  

本市の管理する道路や公共施設における緑化を推進するほか、市民参加によってそ

の維持管理を行う体制を拡充し、市域全体で緑を守っていきます。 

 

① 自然と親しめる公園や沿道、その他公共施設の緑化を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○公園や公共空間の緑化を推進します。 環境課 

農業振興課 

道路河川課 

公園緑地課 

各支所環境経済課 

施設の管理部署 

・緑のカーテン事業を実施します。【再掲】 

・公園内の緑化の推進 

・街路樹による道路の緑化 

○屋敷林や社寺林、公園・緑地、水田・畑などを保全し、河川敷や道路

沿いの緑化の推進により「水と緑のネットワーク」を形成します。 

 

② 市民参加による維持管理体制を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○道路里親制度を推進します。 建設管理課 

公園緑地課 ○公園の地元管理を推進します。 

 

③ 「久喜市緑の基本計画」と整合した施策を展開します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○「久喜市緑の基本計画」に基づき、緑地の保全、緑化の推進、生物多

様性の確保、水と緑のネットワークの形成などに関する各施策を総合

的、計画的に実施します。 

環境課 

農業振興課 

道路河川課 

都市整備課 

公園緑地課 

各支所環境経済課 

施設の管理部署     
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 実施方策（2）  樹林地や屋敷林などの保全の推進  
本市に点在する樹林地や屋敷林を、重要な緑の拠点として各種の指定制度により保

全します。  
① 自然環境保全地区の指定を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○自然環境保全地区の候補地の公募や調査を実施します。【再掲】 環境課 

 ○自然環境保全地区の所有者などに奨励金を交付します。【再掲】 

 

② 保存樹木・保存樹林の指定を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○保存樹木・保存樹林の保全と保護に努めます。 環境課 

各支所環境経済課 ○保存樹木、保存樹林などの所有者に奨励金を交付します。【再掲】 

 

  



３９  

 実施方策（3）  市内の緑化と環境保全型農業の推進  

市民・事業者による緑化推進を支援するほか、環境保全型農業の推進など、農業の

振興を図り、本市の代表的な緑である農地を保全します。 

 

① 一般家庭や工場・事業所などの緑化を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○生垣設置を推奨し、奨励金を交付します。【再掲】 環境課 

農業振興課 

各支所環境経済課 

○緑化を推進するために、苗木を配布します。【再掲】 

○樹木を有効利用し緑の保全を図るために、「緑のリサイクル事業」を推

進します。 

○市民農園を整備し、貸付を推進します。 

○県の緑化計画届出制度により、一定規模以上の建築を行う場合の緑化

を指導します。 

 

② 環境負荷の少ない環境保全型農業を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○減農薬、減化学肥料による農業を推進します。【再掲】 農業振興課 

各支所環境経済課 

農業委員会 

○優良農地を保全し、耕地利用率の向上を図ります。 

○環境負荷の低減に配慮した取組みをしている農業者に対し、補助を行

います。 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○公園や道路などの適切な維持管理に協力します。 

○緑の大切さを理解し、緑化活動に進んで参加します。 

○不要となった樹木を必要とする方に提供するなど、できるだけ切らないように努めます。 

○農薬や化学肥料の使用を減らすように努めます。 

事業者 

○工場や事業所の緑化に努めるとともに、適正に維持管理します。   
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Ⅱ-3 景観の保全と形成 

<現状と課題> 

豊かな田園風景や、地域の歴史と自然が調和した景観は、本市の魅力のひとつです。 

本市では、田園景観を活用した「あやめ・ラベンダーのブルーフェスティバル」、「久

喜市れんげ祭り」等の観光交流振興事業や観光農園などの推進をしています。 

平成 28（2016）年度には、新たに 3 地区に地区計画を定め、地区の特性に応じ

た緑豊かな住宅市街地や環境に配慮した工業団地の形成への誘導を図りました。 

今後も、「埼玉県景観計画」と整合し、本市の魅力を高める良好な景観の保全・形成

が望まれます。  
<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

観光交流振興事業の参加者数 人 180,000 250,000 

あやめ・ラベンダーのブ

ルーフェスティバルなど

の参加者数 

地区計画を定めている地区数

（累計）※ 
地区 15 15  

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。   
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 実施方策（1）  美しい景観の保全と形成  

観光農業の推進や条例に基づく指導などを通した市街地の景観づくりにより、本市

の良好な景観を保全し、形成します。 

 

① 美しい田園景観や歴史的文化的景観を保全します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○身近な自然と気軽にふれあえる農的環境を活かした観光農業の推進や

環境に配慮した産業の振興を図ります。 

農業振興課 

各支所環境経済課 

 ・観光農園の推進 

・遊休農地などへの景観形成作物の作付けの推進 

・観光交流振興事業(あやめ・ラベンダーのブルーフェスティバル、久喜市れ

んげ祭りなど)の推進 

 

② 埼玉県景観計画と整合した景観施策に取り組みます 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○「圏央道沿線区域」、「圏央道以北高速道路沿線区域」として、良好な

景観の保全・形成を図ります。 

都市計画課 

建築審査課 

○埼玉県景観条例に基づき建物や工作物の指導を行います。 

○埼玉県屋外広告物条例に基づき、屋外広告物の面積、色彩などの指導

を行います。 

 

③ 地域の歴史や自然との調和に配慮したまちなみづくりを推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○都市計画マスタープランと連携した特色ある市街地の景観づくりを推

進します。 

道路河川課 

都市計画課 

都市整備課 

公園緑地課 

○地区の特性に応じた地区計画制度の導入により、緑豊かな住宅市街地

や環境に配慮した工業団地の形成を図ります。 

○緑道の整備など潤いのある道路景観づくりを推進します。    
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 実施方策（2）  景観保全意識の向上  

市民や事業者の景観保全意識を高めるため、広報やイベント等での普及・啓発を実

施します。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○広報紙やホームページなどにより市民や事業者などの景観保全意識を

啓発します。 

環境課 

建設管理課 

都市計画課 

各支所環境経済課 

○久喜市民まつり、菖蒲産業祭、栗橋やさしさ・ときめき祭、わしのみ

やコスモスフェスタでの苗木の配布などを通じて、環境配慮意識の向

上を図ります。 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○周囲の景観に配慮した建物などの建築に努めます。 

○休耕田や休耕地に花を咲かせるなど、景観形成に努めます。 

市民 

○しみん農園や観光農園を積極的に利用します。 

事業者 

○看板や広告などの設置にあたっては、周辺の景観と調和するように配慮します。 
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Ⅱ-4 歴史的文化的環境の保全 

<現状と課題> 

本市は、国指定文化財（国認定重要美術品含む）が６件、県指定文化財が 19件、

市指定文化財が 72件あり、貴重な文化財を多く有しています。 

また、神社とその周りを取り囲む社寺林など、自然環境と一体になっている史跡・

文化財が多くみられることから、それら歴史的文化的環境の保全が求められています。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○自然環境と一体になっている史跡・文化財を保全します。 都市計画課 

都市整備課 

公園緑地課 

文化財保護課 

○史跡・文化財を巡る歩道整備を推進します。 
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環境目標Ⅲ 健康で安全に暮らせるまち 

   

生活の安全・安心の確保に関する分野 

環境目標Ⅲ 健康で安全に暮らせるまち 

 

 

1. 大気環境の保全・交通対策                                  

（1） 公害などの環境対策の充実 

（2） 化学物質などについての情報提供、啓発 

3. 土壌・地盤の保全                                     

2. 水環境の保全                                        
（1） 公共用水域の水質保全 
（2） 生活排水処理対策の推進 
4. 放射性物質による環境汚染への対応                            

大気汚染や水質汚濁などの防止を通じて、安全で快適な生活環境の保全が進められていま

す。市民や事業者などの協力により大気汚染、騒音や水質汚濁などの公害防止対策を推進し

ていきます。 
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Ⅲ-1 大気環境の保全・交通対策 

<現状と課題> 

市内には、県の常時監視測定局が 2箇所設置され、大気環境がモニタリングされて

います。また、本市においても、簡易法による調査を年 4回実施し、監視を行ってい

ます。 

近年、大気の環境基準は概ね達成していますが、光化学オキシダントは全国的にも

環境基準を達成していません。平成 28（2016）年度の埼玉県北東部地域において

は、光化学スモッグ予報 1回、注意報 1回が発令されました。 

また、圏央道の開通により、本市の交通環境の利便性が向上している一方で、平成

28（2016）年度の自動車交通騒音において、2地点で環境基準の超過がみられまし

た。 

公害苦情件数は横ばいではありますが、良好な生活環境を保全するために、大気環

境、騒音・振動などの定期的な監視を継続し、公害などの環境対策を進める必要があ

ります。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

大気・悪臭関係の 

苦情件数 
件 63 50以下 

大気汚染・悪臭関係の公害苦情

受付件数 

騒音・振動関係の 

苦情件数 
件 24 20以下 

騒音・振動関係の公害苦情受付

件数    
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 実施方策（1）  公害などの環境対策の充実  

大気環境、騒音・振動などの定期的な監視を継続するとともに、適切な指導を実施

します。 

 

① 大気汚染状況を継続して監視します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○大気汚染物質の継続的な調査を実施します。 環境課 

各支所環境経済課 ○光化学スモッグによる健康被害防止のため、発生状況を周知します。 

○野焼きに対する環境パトロールの実施などにより指導を継続します。 

 

② 騒音・振動、悪臭対策を充実します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○自動車などの騒音・振動の継続的な調査を実施します。 環境課 

企画政策課 

生活安全課 

道路河川課 

営繕課 

都市整備課 

各支所環境経済課 

 

○圏央道やそれに伴う工業団地整備により増加が予想される自動車交通

への監視を強化します。 

○自動車交通公害対策の一環として街路樹を適正に管理します。 

○公共交通や自転車、低公害車などの利用を促進します。 

○公共工事の杭打ちによる騒音・振動や空調設備運転などによる騒音に

配慮した設計施工を行います。 

○民間工事における杭打ちによる騒音・振動や空調設備運転などによる

騒音に対して、指導を実施します。 

○公共工事において低公害車などの利用を促進します。 

 

③ 有害化学物質などを継続して監視します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○環境大気中のダイオキシン類、ベンゼンなどの有害大気汚染物質の継

続的な調査を実施します。 

環境課 

水道施設課 

 ○微小粒子状物質(ＰＭ2.5)の発生状況を周知します。 

○アスベスト(石綿)の対策・取組みを継続します。 

・石綿セメント管使用の水道管更新時には適正に処理   
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 実施方策（2）  化学物質などについての情報提供、啓発  

化学物質に関する適切な情報を提供し、市民・事業者の化学物質に対する理解の向

上を図ります。 

 

① 化学物質についての適切な情報を提供します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○市民・事業者へ化学物質についての効果的な情報を提供します。 環境課 

各支所環境経済課 

 

② 環境リスクなどの情報を共有し、相互理解を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○環境汚染物質排出・移動登録(ＰＲＴＲ)などの取組みの紹介や「久喜

市化学物質ガイドライン」の活用を通じ、化学物質の環境リスク対策

を推進します。 

環境課 

 

○化学物質の環境リスクの周知や、県が進める環境コミュニケーション

を推進します。 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民 

○バスや電車などの公共交通機関や自転車を利用し、マイカーの利用を控えます。 

○ごみの自家焼却は行いません。 

○農薬、化学肥料、殺虫剤、塗料などの化学物質を含む製品の使用を減らすように努め、やむ

を得ず使用する際は、適正な用法、用量を守ります。 

○化学物質を含む製品を廃棄する際には、販売店に引き取ってもらうか、専門の処理業者に依

頼します。 

事業者 

○通勤の際に、公共交通機関や自転車を利用し、マイカーの利用を控えます。 

○物流の効率化を図り、車両の走行量を抑制します。 

○焼却炉やボイラーは、適正な燃焼管理と排ガス処理を行います。 

○有機溶剤などの化学物質を含む排水を適正に処理します。 

○化学物質の管理体制を整え、使用量を把握します。   
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Ⅲ-2 水環境の保全 

<現状と課題> 

本市では、市独自の水質測定を、市内 38河川（用排水路を含む）42箇所、池沼 4

箇所、合計 46箇所で実施しています。 

平成 28（2016）年度の水質汚濁に関する苦情件数は 7 件ありますが、河川にお

ける水質は概ね良好な状況です。 

水質汚濁の主な原因は、工場や事業場からの排水や、家庭からの生活排水であるこ

とから、本市では、下水道の整備や合併処理浄化槽の普及などの対策を積極的に行っ

てきました。 

引き続き、水洗化率の向上を図るほか、日常生活において市民一人ひとりが水質保

全の意識の向上を図るための取組みが必要です。  
<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

水質関係の苦情件数 件 7 4以下 
水質汚濁関係の公害苦情受

付件数 

河川の水質基準達成率※ ％ 84.4 78.0 
河川の水質調査検体に対す

る環境基準の達成割合 

河川清掃への参加者数 人 2,437 3,000 
青毛掘川などの河川清掃へ

の参加者数 

農業集落排水処理を含む

下水道普及率 
％ 77.1 79.9 

公共下水道及び農業集落排

水の処理区域内人口／行政

区域内人口 

農業集落排水処理を含む

水洗化率 
％ 93.3 93.6 

公共下水道及び農業集落排

水の利用人口／公共下水道

及び農業集落排水の処理区

域内人口 

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。   
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 実施方策（1）  公共用水域の水質保全  

水質汚濁の原因は、工場や事業所の排水と家庭から排出される生活排水に区分され

ます。 

河川や用水路などの定期的な水質調査による監視に努め、良好な水環境を維持しま

す。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○河川、用排水路、池沼などの水質を継続して監視します。【再掲】 環境課 

農業振興課 

道路河川課 

各支所環境経済課 

○水質汚濁の原因となる水の滞りを防止するために、河川、用排水路な

どを浚渫します。【再掲】 

○冬期通水により、河川の適正な水量を確保します。【再掲】   
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 実施方策（2）  生活排水処理対策の推進  

下水道整備などのハード面の対策のほか、ソフト面の対策として日常の暮らしの中

での水質保全のための行動促進、普及・啓発に取り組みます。  
① 埼玉県生活排水処理施設整備構想を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○下水道整備だけでなく、農業集落排水処理や合併処理浄化槽の適正な

維持管理などを含めた生活排水処理の普及を図ります。 

下水道業務課 

下水道施設課 

 

② 河川汚濁の主な原因である生活排水処理対策を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○公共下水道供用開始区域や農業集落排水処理区域内の水洗化を促進し

ます。 

環境課 

各支所環境経済課 

下水道業務課 

下水道施設課 

○合併処理浄化槽の普及を促進します。  

・既存単独処理浄化槽や汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換措置の推進 

○浄化槽の適正な管理など、各家庭における生活排水処理対策について

の啓発活動を実施します。 

○石けんや合成洗剤などの適切な使用を呼びかけます。   
<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○河川や水路の清掃など、良好な維持管理に進んで参加します。 

市民 

○合併処理浄化槽を適正に管理します。 

○石けんや合成洗剤を適量使用します。 

事業者 

○水質汚濁関連の公害関係の法令・条例などを守り、事業活動を行います。 

○排水処理施設の維持管理を行い、排水を適正に処理します。 

○商店や事業所からの排水を減らすように努めます。   
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Ⅲ-3 土壌・地盤の保全 

<現状と課題> 

本市では、「土壌汚染対策法」に基づき、事業者への指導等の取組みを行っており、

平成 28（2016）年度における土壌汚染に対する苦情は 0件でした。 

本市を含む埼玉県東北部は、加須低地及び中川低地と呼ばれる軟弱地盤地帯であり、

地盤沈下の影響が表れやすい地域とされていることから、市内には県が設置・管理し

ている観測井が 6箇所あり、監視が行われています。 

本市では、地下水から県水に切り替え、計画的に地下水を取水することにより地下

水揚水量は減少しており、平成 28（2016）年度における地盤沈下に対する苦情は 0

件でした。 

今後も、良好な土壌・地盤の保全をするための継続的な取組みが求められます。  
<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

地下水揚水量 ㎥/日 3,805 9,540 
水道の水源計画における１日

最大の地下水揚水量  
① 土壌の環境を保全します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○土壌汚染対策法に基づき指導します。 環境課 

各支所環境経済課 

 

② 地盤を保全します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○地盤沈下量を継続的に監視します。 環境課 

都市整備課 

各支所環境経済課 

水道施設課 

○地下水を計画通り取水することにより地下水揚水量を維持します。 

○地下水位低下工法による液状化対策事業の実施に伴い、地下水位及び

地盤沈下量についてモニタリング調査を行います。  
<市民・事業者の取組み> 

市民・事業者 

○雨水貯留槽や節水器具を設置し、水の再利用や有効利用を行い、節水に努めます。 

市民 

○炊事や洗濯を工夫することにより水を再利用し、節水に努めます。  
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Ⅲ-4 放射性物質による環境汚染への対応 

<現状と課題> 

平成 23（2011）年 3 月の東日本大震災による東京電力株式会社福島第一原子力

発電所の事故以降、県による空間放射線量の測定が実施されており、本市においても

定期的な空間放射線量の測定を実施しています。 

また、給食食材や水道水の放射性物質の検査などを継続的に実施し、その情報を提

供しています。 

市民の安全・安心な暮らしを守るため、今後も各種測定を継続し、状況に応じた適

切な対応が求められます。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○放射性物質による環境汚染の状況を把握するため、空間放射線量の測

定を実施し、基準を超えた場合、除染をします。 

環境課 

生活安全課 

保育課 

中央保健センター 

建設管理課 

公園緑地課 

各支所環境経済課 

水道施設課 

学務課 

久喜宮代衛生組合 

○市民へ放射線量測定器の貸し出しを行います。 

○小・中学校における給食食材の放射性物質検査を実施します。 

○保育園における給食食材の放射性物質検査を実施します。 

○市民の希望により、持ち込まれる食品及び飲料物の放射性物質検査を

実施します。 

○校庭など土壌中の放射性物質測定を実施します。 

○水道水の放射性物質検査を実施します。 

○各清掃センターでの焼却灰などの放射性物質測定を実施します。 

○放射性物質について、国、県などから必要な情報収集に努めます。 

○市民への適切な情報提供に努めます。 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○放射線量などについて、広報紙やホームページなどによる適切な情報を確認するように努め

ます。      
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環境目標Ⅳ みんなで取り組む環境づくりのまち 

   

環境づくりの取組みに関する分野 

環境目標Ⅳ みんなで取り組む環境づくりのまち 

 

 

1. 環境保全活動の普及・啓発                                  

（1） 環境保全活動の推進 

（2） 環境保全意識の向上による住みやすいまちづくり 

2. 環境情報の適切な伝達・共有                               

3. 環境教育・環境学習の推進                                 

4. 環境に配慮した事業活動の啓発                               

5. 環境マネジメントシステムの運用の促進                           

（1） 市の環境対策の率先実行 

（2） 環境マネジメンシステムの適切な運用 

市・市民・事業者それぞれが主体となって環境について考え、行動して住みよいまちづく

りに取り組みます。 
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Ⅳ-1 環境保全活動の普及・啓発 

<現状と課題> 

市・市民・事業者それぞれが主体となって環境について考え、環境をより良くする

ために行動することが、地域の環境保全の基礎となります。 

本市では、市民・事業者における行動の契機として、環境保全活動の普及・啓発に

取り組んできました。また、ポイ捨てによるごみの散乱や不法投棄、放置自転車、空

き家などの問題は、本市だけでは解決が難しく、市民・事業者の参加と行動が不可欠

であることから、一人ひとりが環境を保全する意識を高め、環境保全活動を積極的に

推進していく必要があります。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

環境関係住民団体数※ 

（再掲） 
団体 5 8  

ゴミゼロ・クリーン久喜市

民運動参加者人数※ 
人 24,582 24,000  

不法投棄苦情件数 件 74 66以下 
不法投棄の公害苦情受付件

数 

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。   
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 実施方策（1）  環境保全活動の推進  

環境に関する学習の場の提供や、環境イベント等の情報発信などにより環境保全意

識を高めるほか、市民や市民団体の活動を促進します。 

 

① 環境保全活動の普及、促進を図ります 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○市民や事業者が取り組むことのできる環境保全活動の普及や環境意識

の啓発活動を実施します。 

環境課 

自治振興課 

各支所市民課 

生涯学習課 

中央公民館 

・環境講演会や環境学習会の開催 

・広報紙やホームページなどによる環境関連イベント情報の提供 

・環境への負荷の低減に資する製品の利用の促進 

○市民や市民団体の自主的(ボランティア)な活動を促進します。 

・活動情報の紹介 

・公民館などの活動場所の提供 

・市民、事業者、市の交流の促進 

○環境分野のリーダーを養成します。 

・埼玉県環境アドバイザー制度の活用 

・県の実施する彩の国環境大学、エコドライブアドバイザー、川の国アドバイ

ザーについて周知します。 

・環境学習会などによる環境分野の人材の養成 

・市と協力して緑豊かな環境を推進するボランティアとして緑の推進員を委嘱 

 

② 広域的に環境に関する取組みを行います 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○周辺自治体などとの相互交流を通じ、環境意識の高揚を図ります。 環境課 

企画政策課 

各支所環境経済課 
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 実施方策（2）  環境保全意識の向上による住みやすいまちづくり  

本市だけでは解決の難しい個人のモラルやマナーの改善が必要となる課題について、

市民・事業者と共に考え、行動する機会を通して住みよいまちづくりを進めます。 

 

① 環境にやさしいまちづくり活動を推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動をはじめとした環境にやさしいまち

づくり活動を推進します。 

環境課 

各支所環境経済課 

・ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動の実施 

 

② 不法投棄をさせないまちを目指します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○不法投棄監視体制を充実します。 環境課 

各支所環境経済課 ・不法投棄に対する監視パトロールの強化 

・不法投棄に対する防止の啓発(啓発看板の設置など) 

 

③ マナーアップで住みよいまちをつくります 

具体的な取り組み・事業 主な担当機関 

○ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動をはじめとした環境にやさしいまち

づくり活動を推進します。【再掲】 

環境課 

生活安全課 

建設管理課 

都市整備課 

各支所市民課 

各支所環境経済課 

・ポイ捨て・犬のふんの放置防止対策の強化 

・路上喫煙防止対策の強化 

・放置自転車対策の実施 

○広報紙やホームページなどでの啓発や犬のしつけ方教室などを実施す

ることにより、動物愛護と適正飼育に関する意識の向上を図ります。 

○管理されていない空き家などの適正管理を推進します。 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○環境学習会などに出席し、地域で行う環境保全活動に進んで参加します。 

○ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動に進んで参加します。 

○不法投棄の監視パトロールなどに協力します。 

 市民 

○環境リーダーとして地域で活動します。 

 事業者 

○環境に配慮した製品開発・製造・販売に努めます。 



５７  

Ⅳ-2 環境情報の適切な伝達・共有 

<現状と課題> 

本市では、「広報くき」やホームページを通じて市民・事業者に環境情報を提供する

ほか、「久喜市の環境」の作成・公表を通じて、本市の環境の現状を情報発信していま

す。 

今後も、市民・事業者の環境に対する理解を深めるため、さまざまな媒体を通じた

情報提供が望まれています。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○市民や事業者の目線での情報提供やイベントなどを開催します。 環境課 

指導課 

生涯学習課 

中央図書館 

・広報紙やホ―ムペ―ジなどでの環境情報の充実 

・環境の年次報告書「久喜市の環境」の作成・公表 

・生涯学習出前講座などでの環境情報の提供 

・小・中学校教育での環境情報の提供 

・図書館に環境学習コ―ナ―の設置 

 

 

<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○広報紙やホームページなどに掲載される環境情報を活用します。 

○図書館の環境学習コーナーを活用します。   
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Ⅳ-3 環境教育・環境学習の推進 

<現状と課題> 

環境教育・環境学習は、環境保全の取組みの基礎となります。 

平成 28（2016）年度における小・中学校における環境学習の実施数は 162回で

増加傾向にあります。一方で、市民を対象とする環境学習会の開催数は 11 回に留ま

っています。 

次世代を担う子ども達への環境教育、市民を対象とする環境学習会などを通じて、

環境保全に対する意識啓発が求められます。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

小・中学校における環境学

習の実施数（再掲） 
回 162 170以上 

小・中学校における環境学習を

実施した年間の回数 

市民を対象とする環境学

習会の開催数（再掲） 
回 11 16 

市民を対象とする環境学習会

を開催した年間の回数  
① 環境への理解を深め、環境保全に向けた参加と協力のための環境教育・環境学習を

推進します 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○小・中学校における環境教育・環境学習を推進・充実します。 環境課 

保育課 

各支所環境経済課 

指導課 

生涯学習課 

中央公民館 

 

・自然観察やごみの分別の体験などの実施 

○公立保育園の日常保育における自然体験を通して、環境教育を推進・

充実します。 

・自然観察など自然とのふれあいを取り入れた保育の実施【再掲】 

・保育園生活におけるごみの分別体験などの実施 

○公民館事業や市民大学、高齢者大学などを通じての環境学習機会の充

実とボランティア活動者を育成します。 

○環境学習会などを通じて環境意識の向上を図ります。 

・環境講演会、環境講座、自然観察会などの開催 
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② 渡良瀬遊水地の積極的な活用 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○ラムサール条約で湿地登録された渡良瀬遊水地の理解と環境意識の向上のた

め、渡良瀬遊水地を積極的に活用し、環境学習などを実施します。 

環境課 

各支所環境経済課   
<市民・事業者の取組み> 

 

市民・事業者 

○市民大学や環境講座などの環境学習の場に進んで参加します。 

○自然観察会や施設見学会に進んで参加します。     
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Ⅳ-4 環境に配慮した事業活動の啓発 

<現状と課題> 

本市の環境を保全するためには、市内の事業者における環境への配慮行動が不可欠

です。 

本市では、環境情報の提供や事例紹介などを通じた意識啓発や行動促進を行ってお

り、それぞれの事業者による一層の環境に配慮した事業活動が求められています。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○環境に配慮した事業活動のための事業者への情報提供を行います。 環境課 

商工観光課 

各支所環境経済課 

○事業者への環境配慮の事例などの紹介を通じて啓発を行います。 

 

 

<事業者の取組み> 

 

事業者 

○職場で環境保全に関する研修や環境学習を開催し、環境保全活動に積極的に参加、協力しま

す。 

○環境情報を提供するとともに、環境に配慮した事業活動を行います。  
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Ⅳ-5 環境マネジメントシステムの運用の促進 

<現状と課題> 

本市の事務事業について、「第２次久喜市環境保全率先実行計画」を策定し、「久喜市

環境マネジメントシステム」の運用により、温室効果ガス総排出量の削減などの取組み

を推進しています。 

今後も、「久喜市環境マネジメントシステム」の適切な運用をするとともに、「第２

次久喜市環境保全率先実行計画」の取組みを率先して実行することと、目標の達成が

求められています。 

 

<環境指標> 

環境指標 単位 

現状 

平成 28（2016） 

年度 

目標 

平成 34（2022） 

年度 

備考 

本市の事務事業から

排出される温室効果

ガス総排出量（二酸

化炭素換算）※ 

t-CO2 11,012 11,746以下 

平成 34（2022）年度目標を平成 28

（2016）年度現状値と同じ係数で換算

すると 9,466 

※本計画は、久喜市総合振興計画と整合を図った計画で、共通の指標を採用しています。 
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 実施方策（1）  市の環境対策の率先実行  

「第２次久喜市環境保全率先実行計画」に基づき、市が率先して環境保全活動に取

り組み、環境負荷を低減します。 

 

具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○「第２次久喜市環境保全率先実行計画」に従い、本市が行う事務事業 

において、環境への影響を優先的に配慮し、環境への負荷を低減しま 

す。 

環境課(全部署) 

  
 実施方策（2）  環境マネジメントシステムの適切な運用  

久喜市環境マネジメントシステムの適切な運用のため、職員の教育・実践の徹底、

内部監査員要請研修の充実を図ります。 

 

  
具体的な取組み・事業 主な担当機関 

○「第２次久喜市環境保全率先実行計画」の目標を達成するために「久

喜市環境マネジメントシステム」を適切に運用します。 

環境課 

 

・職員の教育・実践の徹底 

・内部監査員養成研修の充実 
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第５章 地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

 

現在策定中です。 
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第 6章 計画の推進 

1. 推進体制 

本計画の推進状況を管理するための組織体制は、以下のとおりです。  
（1） 久喜市環境推進協議会 

市民、事業者、民間団体及び市が参加する組織で、「久喜市環境基本条例（平成 24

年 10 月 1 日条例第 35 号）」第 26 条に基づき、協力、連携して取り組む施策を推

進します。  
（2） 久喜市環境監査委員会 

「久喜市環境基本条例」第 27 条に基づき、環境の保全及び創造に関する施策の適

正な推進を確保するために設置される学識経験者からなる機関です。 

環境監査委員会では、以下の事務を行います。 

１）市民の環境の保全及び創造に関する意見、要望などを審議し必要な調査を行う

こと。 

２）市の環境の保全及び創造に関する施策について、環境監査を実施すること。環

境監査の対象は、望ましい環境像及び数値目標の達成状況、環境の保全と創造

に関する施策の推進状況、本計画の進行状況などです。具体的には、年次報告

書である「久喜市の環境」の監査を実施します。 

３）環境監査の調査研究及び普及に関すること。 

４）前 3号に掲げる業務に関し、市長に必要な助言及び提言をすること。 

 

（3） 久喜市環境審議会 

「久喜市環境審議会条例（平成 22年 3月 23日条例第 174号）」により、環境の

保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進について審議するために設置さ

れた、公募による市民及び学識経験者からなる組織です。「久喜市環境審議会条例」第

2 条第 1 項に審議事項として、“環境基本計画の策定及び変更に関すること”が定め

られています。 

また、「久喜市環境基本条例」第９条及び第 10条において、環境基本計画の策定及

び変更にあたっては、「環境審議会の意見を聴かなければならない。」とされています。 
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（4） 久喜市環境推進調整会議 

「久喜市環境推進調整会議要綱（平成 23年 6月 29日告示第 321号）」に基づき

設置される庁内組織で、環境の保全及び創造に関する施策の推進と総合調整を行いま

す。 

 

             
. 

 

 

■進行管理のための組織体制   
2. 計画の進行管理 

本計画の「望ましい環境像」＝水と緑と街が調和した豊かな環境を守り・育て、未

来につなぐまち『久喜』＝の実現に向けて、本計画に基づく「環境目標」、「実施方策」

を推進していくためには、市・市民・事業者の連携による自主的な取組みが重要です。 

こうした計画の実効性を確保するために「久喜市環境推進調整会議」を活用すると

ともに、進行管理が円滑に実施されているかどうかを環境監査します。 

なお、計画の進行管理では、久喜市環境基本計画の策定（Plan）⇒計画に基づく施

策の推進（Do）⇒計画の進捗状況の点検（Check）⇒計画への点検結果の反映（Act）

というサイクルを継続的に回していきます。 

 

 

久喜市環境推進協議会 

久喜市環境監査委員会 

久喜市環境審議会 

県・他の地方公共団体 

久喜市環境推進調整会

久喜市 市民・事業者・民間団体 

連帯、協力して施策を推進 

参加 

参加 諮問 答申 

施策の推進と総合調整 

広域的な取り組みを要する 

施策の推進にあたって協力 

意見・要望等の審議及び調査 

環境監査の実施 

環境監査の調査研究・普及 

市長に助言及び提言 

施策の推進に参加・協力 

環境配慮の実施 報告 

報告・公表 

監査 

助言・提言 

監査へ

の協力 

連携・協力 

意見書・要望書 

の提出 



６６  

（１）久喜市環境基本計画の策定(Plan) 

本計画で、望ましい環境像、環境目標、実施方策などを示します。 

 

（２）計画に基づく施策の推進(Do) 

市は、本計画に基づき、環境の保全及び創造に関する施策を推進します。 

推進にあたっては、市の担当課と久喜市環境推進協議会を中心とした、市民、事業

者及び市が協力し、市民の意見の反映を図ります。  
（３）計画の進捗状況の点検(Check) 

①環境の現状及び環境目標を点検し、望ましい環境像及び数値目標の達成状況を把

握します。 

②環境の保全及び創造に関する実施方策の推進状況を毎年点検します。 

（久喜市環境監査委員会） 

 

（４）計画への点検結果の反映(Act) 

本計画の進捗状況の点検結果は、計画運用の軌道修正や計画の見直しに反映させま

す。                        （久喜市環境審議会） 

 

 

 

 

 

          
■計画の進行管理システム 

  

久喜市環境基本計画 

の策定 

計画への点検 

結果の反映 

計画に基づく 

施策の推進 

計画の進捗 

状況の点検 

Plan 

Act Do 

Check 


